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(証券コード　4592)

平成28年４月13日

株　主　各　位
東 京 都 中 央 区 明 石 町 ８ 番 １ 号

サ ン バ イ オ 株 式 会 社
代表取締役社長 森 　 敬 太

第３回定時株主総会招集ご通知

拝啓　時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　さて、当社第３回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年４月27日（水曜日）

午後６時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年４月28日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区神田美土代町７番地

住友不動産神田ビル　２階　ベルサール神田

（会場が前回と異なりますので、末尾の会場ご案内図をご参照のう

え、お間違えのないようご注意下さい。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第３期（平成27年２月１日から平成28年１月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第３期（平成27年２月１日から平成28年１月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 当社及び当社の子会社の従業員に対する新株予約権（ストッ

ク・オプション）の発行の計画の承認の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいます
ようお願い申し上げます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.sanbio.jp）に掲載させて
いただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年２月１日から
平成28年１月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度、当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境や家計所得の改善に支

えられ、緩やかな回復基調が継続しております。米国経済は、原油安やド

ル高など懸念材料はあるものの、景気は内需を中心に底堅く推移しており

ます。

　再生医療業界においては、平成26年に施行された再生医療安全性確保法

及び改正薬事法によって再生医療の産業促進化が進むなか、平成27年４月

には基礎から実用化までの一貫した研究開発の推進を後押しする日本医療

開発機構が設立され、日本発の医薬品や医療機器の創出を支援する環境の

整備が進展しております。その結果、平成27年９月には初めて再生医薬品

に対して条件・期限付き販売承認が下りるなど、再生医療等製品の産業化

が現実となりつつあります。

　このような環境のなかで、当社グループ（以下、当社及び連結子会社

SanBio, Inc.（米国カリフォルニア州マウンテンビュー市）の２社を指し

ます。）は、わが国における再生医療業界への政府主導による追い風を資

金調達面においても活かすべく、平成27年４月８日に東京証券取引所マザ

ーズ市場へ上場いたしました。

　当社グループ独自の再生細胞薬「SB623」については、米国において、慢

性期脳梗塞を対象とした米国食品医薬品局（FDA）規制下の第Ⅰ／Ⅱa相臨

床試験（第Ⅰ相と第Ⅱ相の前半を同時に実施）の投与後６カ月の効果測定

が平成26年２月に完了し、「SB623」の安全性および効果については統計学

的に有意なデータが確認されました。その結果を受け、平成27年12月に、

被験者156人を対象とした第Ⅱb相臨床試験の被験者募集を開始いたしまし

た。また、慢性期外傷性脳損傷プログラムについては、先に行われた慢性

期脳梗塞の第Ⅰ／Ⅱa相臨床試験で安全性がすでに確認されたことから、

FDAから第Ⅰ相臨床試験を行わないことの承認を取得し、第Ⅱ相臨床試験か

らの開始となり、平成27年10月に被験者52人規模の同試験の被験者募集を
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開始いたしました。

　日本においては、「SB623」の慢性期外傷性脳損傷プログラムの製造販売

承認の実現性について調査・検討を進めてまいりましたが、平成27年７月

には、当社単独で同プログラムの開発に本格着手することを決定し、現在、

臨床試験の実施に向け当局との協議を継続しております。

　知的財産権については、平成27年３月３日に当社グループの再生細胞薬

「SB623」に関する物質特許（注）が米国において承認されました。当社グ

ループは、独自の細胞薬「SB623」及びその後続開発品について、物質特許

のみならず、製造・用途に係る特許、及び周辺特許も取得しており、競争

力の源泉となる知的財産権確保に努めております。

　このような状況のなか、北米において大日本住友製薬株式会社と締結し

ている「SB623」の共同開発及びライセンス契約によるマイルストン収入５

百万米ドル及び開発協力金収入等により、当連結会計年度の事業収益は

1,174百万円（前連結会計年度比63.6%減）となりました。米国における慢

性期脳梗塞を対象とした開発の進捗に応じて提携先企業から受領するマイ

ルストン収入については、当初10百万米ドル（内訳は、第Ⅱb相臨床試験に

おける最初の治験施設開設で５百万米ドル、最初の被験者への投与で５百

万米ドル）を予定していましたが、治験施設の承認や被験者個人のスケジ

ュール等の要因により、被験者への投与が期末までに実施されなかったた

め、最初の被験者への投与に基づく５百万米ドルの収入については平成29

年1月期以降に計上される見込みとなりました。

　費用については、米国における慢性期脳梗塞及び外傷性脳損傷の臨床試

験実施に係る開発費用を主とする研究開発費用1,695百万円を計上したこ

とから、営業損失は1,125百万円（前連結会計年度は営業利益2,248百万円）

となりました。営業外収益としては、為替差益19百万円を計上する一方、

新規上場に伴う株式交付費32百万円及び上場関連費用18百万円、支払利息

18百万円を計上したことにより、経常損失は1,172百万円（前連結会計年度

は経常利益2,228百万円）、当期純損失は988百万円（前連結会計年度は当

期純利益1,736百万円）となりました。

　また、当社における当事業年度の業績は、営業損失433百万円（前事業年

度は営業損失221百万円）、経常損失465百万円（前事業年度は経常損失226

百万円）、当期純損失466百万円（前事業年度は当期純損失277百万円）と

なりました。

　なお、当社グループは他家幹細胞を用いた再生細胞事業の単一のセグメ

ントであるため、セグメント別の業績記載を省略しております。
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（注）医薬品の特許には「物質特許」「製法特許」「製剤特許」「用途特

許」の４つがあります。物質特許とは物質そのものを保護する特許

で、医薬品の特許のなかで最も重要で権利範囲の広い特許として取

得に大きな費用と時間が必要になります。物質特許を取得できれば、

開発した医薬品を独占的に製造・販売することができます。

②　設備投資の状況

　平成27年９月に、本社の増床を行いました。それに伴う設備投資の総額

は７百万円であります。

③　資金調達の状況

　当社は、平成27年４月８日に株式会社東京証券取引所マザーズに上場し、

公募増資による新株式の発行（発行株式数4,000,000株）を実施し、総額

7,360百万円の資金調達を行いました。また、当連結会計年度中の新株予約

権の行使（発行株式数1,001,257株）により、総額74百万円の資金調達を行

いました。この結果、当社の資本金は3,806百万円、発行済株式総数は

44,621,741株となっております。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第１期

(平成26年１月期)
第２期

(平成27年１月期)

第３期
(当連結会計年度)
(平成28年１月期)

事 業 収 益(百万円) － 3,229 1,174

経 常 利 益
又 は 経 常 損 失 ( △ )

(百万円) － 2,228 △1,172

当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失 ( △ )

(百万円) － 1,736 △988

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) － 44.31 △22.67

総 資 産(百万円) － 1,755 8,271

純 資 産(百万円) － △87 6,366

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) － △2.22 142.66

（注）当社グループでは、第２期より連結計算書類を作成しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第１期

(平成26年１月期)
第２期

(平成27年１月期)

第３期
(当事業年度)

(平成28年１月期)

経 常 損 失 （ △ ）(百万円) △50 △226 △465

当 期 純 損 失 （ △ ）(百万円) △50 △227 △466

１株当たり当期純損失（△） (円) △1.32 △5.79 △10.71

総 資 産(百万円) 61 1,696 8,125

純 資 産(百万円) △48 △100 6,867

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) △1.26 △2.55 153.89

（注）当社は、平成25年２月27日に設立いたしました。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

S a n B i o , I n c . 2,908千USD 100.0％
他家幹細胞を用いた再生細胞
薬の研究開発事業

(4) 対処すべき課題

　当社グループが、日米において再生細胞医薬品「SB623」の製造及び販売の

開始を目指すなか、国内においては、再生医療が政府の掲げる成長戦略のひ

とつに取り上げられました。これにより、再生医療分野における科学・基礎

研究に、過去に例のない手厚い支援及び助成金を実施する法制度の見直しが

始まり、再生医療の産業促進化が進んでおります。このような環境のなかで、

当社グループは、次の課題に取り組んでまいります。

①　SB623脳梗塞及び外傷性脳損傷プログラムの日米における承認取得、及び

販売開始

　現在、北米でのSB623脳梗塞プログラムについては、大日本住友製薬株式

会社と共同開発を進めており、平成27年12月に、第Ⅱb相臨床試験（被験者

156人規模）の被験者募集を開始しました。また、当社グループが単独で進

めている北米での外傷性脳損傷プログラムの開発についても、平成27年10

月に第Ⅱ相臨床試験（被験者52人規模）の被験者募集を開始しました。北

米におけるこれら２つの開発プログラムについては、今後開発の進捗に努

め早期の承認を目指してまいります。さらに、日本での外傷性脳損傷プロ

グラムについても、早期の臨床試験開始に向け準備を進めてまいります。

②　SB623の適応拡大及びそれ以外のパイプラインの進捗

　当社グループは、SB623の対象疾患を現在の慢性期脳梗塞及び外傷性脳損

傷から、網膜変性疾患（加齢黄斑変性症等）、パーキンソン病、脊髄損傷、

及びアルツハイマー病へと順次適応拡大を図る予定であります。

　現在、網膜変性疾患を対象に非臨床試験を実施しており、第Ⅰ相臨床試

験への開始に向けて着実に準備を進めてまいります。さらに、SB623以外で
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は、再生細胞薬SB618（機能強化型・間葉系幹細胞）及び再生細胞薬SB308

（筋肉幹細胞）を、次の新薬候補として保有しており、これらのパイプラ

インについても早期に研究開発を着手してまいります。

③　SB623の販売エリア拡大

　当社グループは、SB623脳梗塞プログラムについて、大日本住友製薬株式

会社及び帝人株式会社とライセンスアウトに関する契約をそれぞれに締結

したことにより、北米（カナダ含む。）及び日本での販売実施に目処をつ

けておりますが、さらに欧州、アジア、南米などの地域においても販売が

実施できるように、それら地域をカバーしている製薬会社との提携を模索

する等してエリアの拡大を図ってまいります。

　また、外傷性脳損傷プログラムについても、同様にエリアの拡大を図っ

てまいります。

④　資金調達

　当社グループは、上記のとおり、慢性期脳梗塞及び外傷性脳損傷を対象

疾患としたSB623の開発を加速するために、またSB623の適応拡大及びSB623

以外のパイプラインを進捗させるために、資金調達を確実に行っていく必

要があります。そのため、当社は、資金調達手段の確保・拡充に向けて、

株式市場からの必要な資金の獲得や銀行からの融資を行うなど、資金調達

の多様化を図ってまいります。

⑤　人材の獲得

　当社グループの研究開発体制は、コア・コンピタンスとなる研究開発や

試薬製造プロセスのデザイン等は自社で行い、臨床試験及び試薬製造等の

業務は外注により行っております。従いまして、現在は小規模組織での運

営を行っておりますが、今後適応拡大や複数のパイプラインを進捗させる

ために、適切かつ十分な人材を確保していく予定であります。

(5) 主要な事業内容（平成28年１月31日現在）

　当社グループの主要な事業内容は、他家幹細胞を用いた再生細胞薬の研究

開発及び販売業務であります。当社グループは他家幹細胞を用いた再生細胞

事業の単一のセグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。
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(6) 主要な営業所（平成28年１月31日現在）

①　当社の主な事業所

本 社 東京都中央区

②　当社グループの主な事業所

研 究 所 Mountain View, CA, USA

(7) 使用人の状況（平成28年１月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

他 家 幹 細 胞 を 用 い た
再 生 細 胞 事 業

17（0）名 8（0）名増

全 社 （ 共 通 ） 6（0）名 2（0）名増

合 計 23（0）名 10（0）名増

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

5名 42.0歳 0年9ヵ月

区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減

他家幹細胞を用いた
再 生 細 胞 事 業

1（0）名 1（0）名増

全 社 （ 共 通 ） 4（0）名 2（0）名増

合 計 5（0）名 3（0）名増

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成28年１月31日現在）

①　企業集団の主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 400百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 400

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 300

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 100

②　当社の主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 400百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 400

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 300

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 100

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、平成27年４月８日に東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場い

たしました。

－ 9 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年１月31日現在）

①　発行可能株式総数 150,000,000株

②　発行済株式の総数 44,621,741株

 (注) 平成27年４月７日を払込期日とする公募増資（新株式を4,000,000株発行）及び

当事業年度中の新株予約権の行使により、発行済株式の総数は5,001,257株増加

しております。

③　株主数 15,434名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持 株 比 率

川 西 　 徹 12,221 27.4％

森 　 敬 太 5,997 13.4

大 日 本 住 友 製 薬 株 式 会 社 2,820 6.3

帝 人 株 式 会 社 2,777 6.2

SBIインキュベーション株式会社 1,923 4.3

G O L D M A N .  S A C H S  &  C O .  R E G 1,200 2.7

三 菱 U F J キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 966 2.2

バ イ オ ビ ジ ョ ン ・ ラ イ フ
サ イ エ ン ス ・ フ ァ ン ド 1 号

840 1.8

S M B Cベンチャーキャピタル1号 334 0.7

鶴 見 亮 剛 332 0.7

（注）持株比率は自己株式（16株）を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

　平成27年４月７日を払込期日とする公募増資による新株式発行により、

発行済株式の総数は4,000,000株増加しております。

－ 10 －
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(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成26年４月28日

新 株 予 約 権 の 数 653,397個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　　　653,397株
(新株予約権１個につき　 １株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個あたり　1.1円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個あたり　300円
(１株あたり　　　　　　300円)

権 利 行 使 期 間
平成26年４月30日から
平成36年１月１日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　 150,000個
目的となる株式数　　 150,000株
保有者数　　　　　　　　　１人

監 査 役
新株予約権の数 　　　 62,500個
目的となる株式数 　　 62,500株
保有者数　　　　　　　　　３人

（注）新株予約権の行使の条件

(a) 本新株予約権者は、行使期間満了日までの間に、以下のいずれかの事由が生じた場

合には、当該事由が生じた日以後、本新株予約権を行使することができないものと

する。但し、本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融

商品取引所に上場された場合、当該上場の日をもって、本(a)記載の行使の条件は消

滅する。

(i) 行使価額を下回る金額の払込金額をもって当社普通株式を発行し又は当社の保有

する当社普通株式が処分された場合（但し、当該払込金額が会社法第199条第３項

に定める「特に有利な金額」である場合を除く。）。

(ii) 当社株主により、行使価額を下回る金額を対価として当社普通株式の売買が行わ

れた場合（但し、当該売買時点における当社普通株式の株式価値よりも著しく低

いと認められる価格で売買が行われた場合を除く。）。

(iii) 当社が、当社が依頼した第三者評価機関から、いずれかの事業年度末日を基準

日としてディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法及び類似会社比較法の方法

により評価された当社普通株式の１株当たりの株式評価額（一定の幅で評価が示

されるものである場合は、当該幅の下限の金額）がいずれも行使価額を下回る内

容の株式価値評価書を受領した場合。

－ 11 －
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(b) 本新株予約権者が、従業員、取締役、監査役、又はコンサルタント（以下「役務提

供者」という。）でなくなった場合、本新株予約権者は、役務提供者でなくなった

日において確定し行使可能である本新株予約権のみを、当該日から３ヶ月間以内（但

し、いかなる場合においても行使期間満了日まで）に限り行使することができる。

(c) 本新株予約権者が、米国内国歳入法典第22条(e)(3)に定義される完全かつ恒久的な

障害に該当した結果役務提供者でなくなった場合、本新株予約権者は、役務提供者

でなくなった日において確定し行使可能である本新株予約権のみを、当該日から１

年間以内（但し、いかなる場合においても行使期間満了日まで）に限り行使するこ

とができる。

(d) 本新株予約権者が役務提供者である間に死亡した場合、本新株予約権者の相続人は、

当該死亡の日において確定し行使可能である本新株予約権のみを、当該日から１年

間以内（但し、いかなる場合においても行使期間満了日まで）に限り行使すること

ができる。

次の用語は、次に定める意味を有するものとする。

「従業員」とは、当社又は当社の親会社若しくは子会社に雇用される者をいう。従

業員は、(i)当社の許可を得た休職又は(ii)(a)当社の事務所間の移動若しくは(b)当

社、当社の親会社、当社の子会社若しくはその承継者間の移動によっては、従業員

の地位を失わないものとする。

「取締役」とは、当社又は当社の親会社若しくは子会社の取締役をいう。

「監査役」とは、当社又は当社の親会社若しくは子会社の監査役をいう。

「コンサルタント」とは、当社又は当社の親会社若しくは子会社により起用される

自然人であって、コンサルタント又は助言業務を提供し、1933年米国証券法（その

後の変更を含む。）に基づく規則701(c)(1)の要件を満たす者をいう。

「親会社」とは、現在又は将来において存在する会社法第２条第４号に定義される

親会社をいう。但し、米国内国歳入法典に基づくIncentive Stock Option（以下

「ISO」という。）との関係では、米国内国歳入法典第424条(e)に定義されるものに

限定される。

「子会社」とは、現在又は将来において存在する会社法第２条第３号に定義される

子会社をいう。但し、ISOとの関係では、米国内国歳入法典第424条(f)に定義される

ものに限定される。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　該当事項はありません。

－ 12 －
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年１月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 川 西 　 徹 SanBio,Inc.Co-Chief Executive Officer

代 表 取 締 役 社 長 森 　 敬 太
SanBio,Inc. Chairman and Co-Chief 
Executive Officer

取 締 役 古 谷 　 昇

有限会社ビークル　代表取締役
コンビ株式会社　社外取締役
株式会社ジェイアイエヌ　社外取締役
ビルコム株式会社　社外取締役

常 勤 監 査 役 福 田 訓 士

監 査 役 植 田 俊 道
響きパートナーズ株式会社　取締役
パートナー

監 査 役 山 角 　 健

（注）１．取締役古谷　昇氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役福田　訓士氏、監査役植田　俊道氏及び監査役山角　健氏は、社外

監査役であります。

３．監査役植田　俊道氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、古谷　昇氏、福田　訓士氏、植田　俊道氏、及び山角　健氏を東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届出ております。

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

　該当事項はありません。なお、取締役川西　徹氏、取締役森　敬太氏、

取締役古谷　昇氏、監査役福田　訓士氏、監査役植田　俊道氏及び監査役

山角　健氏は、当社株式の東京証券取引所マザーズ市場への上場を機に改

めて株主の皆様のご信任をいただくため、平成27年４月28日開催の第２回

定時株主総会の終結時をもってそれぞれ取締役又は監査役を一旦辞任し、

同総会の決議により改めて取締役又は監査役に選任されています。

－ 13 －

会社役員の状況



2016/03/30 11:03:10 / 16181721_サンバイオ株式会社_招集通知

③　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

3名
（1）

78百万円
（6）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3
（3）

24
（24）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

6
（4）

102
（30）

（注）１．取締役の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成25年３月15日開催の臨時株主総会において、年額

５億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成25年３月15日開催の臨時株主総会において、年額

３億円以内と決議いただいております。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役古谷　昇氏は、有限会社ビークル代表取締役、コンビ株式会社

社外取締役、株式会社ジェイアイエヌ社外取締役、ビルコム株式会社

社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありま

せん。

・監査役植田　俊道氏は、響きパートナーズ株式会社の取締役パートナ

ーであります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

主 な 活 動 状 況

取締役 古 谷 　 昇

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席

いたしました。経営に関する高い見地に基づき、且つ独

立性を踏まえた中立の立場から、取締役会において、取

締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。

監査役 福 田 訓 士

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査

役会14回のうち14回に出席いたしました。経営に関する

高い見地に基づき、且つ独立性を踏まえた中立の立場か

ら、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための発言を行っております。また、

監査役会において、当社の経営戦略並びに業績につい

て、適宜必要な発言を行っております。

－ 14 －
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主 な 活 動 状 況

監査役 植 田 俊 道

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回、監査

役会14回のうち14回に出席いたしました。公認会計士と

しての専門的見地に基づき、且つ独立性を踏まえた中立

の立場から、取締役会において、取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま

す。また、監査役会において、当社の経理システム並び

に内部監査について、適宜必要な発言を行っておりま

す。

監査役 山 角 　 健

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査

役会14回のうち14回に出席いたしました。経営に関する

高い見地に基づき、且つ独立性を踏まえた中立の立場か

ら、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための発言を行っております。また、

監査役会において、当社の研究開発並びに内部管理体制

について、適宜必要な発言を行っております。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限

度額としております。

－ 15 －
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

28

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」等を踏まえ、会計監査人の監査方法および監査内容などを確認し、検

討した結果、会計監査人の報酬等につき相当と判断し、会社法第399条第１項の

同意を行っております。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定

し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたしま

す。

　また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で責任限定契約を締結してお

りません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　当社取締役会が、業務の適正を確保するために必要な体制の整備について

決議した内容の概要は、当事業年度末現在、次のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

イ．法令・定款及び社会規範を遵守するための「コンプライアンス行動規

範」を制定し、全社に周知・徹底することにより、コンプライアンス意

識の維持・向上を図る。

ロ．内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅

速に対応する。

ハ．当社は、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持

たず、また不当な要求には断固としてこれを拒絶する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役の職務の執行に係る情報については、法令に基づき、適切に保

存及び管理を行う。

ロ．取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。

③　損失の危険への管理に関する体制

イ．取締役会において、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減

体制の強化を図る。

ロ．危機発生時には、対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝達を

含め、当該危機に対して適切かつ迅速対処するものとする。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と、執行役員の業務執行機

能を分離する。

ロ．取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程を定め、取締役の職務及

び権限、責任の明確化を図る。

ハ．取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に

開催する。
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⑤　当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

イ．経営管理部が管理担当となり、関係会社管理規程に基づき、関係会社

管理を行う。

ロ．取締役会は、当社グループの経営計画を決議し、経営管理部はその進

捗状況を毎月取締役会に報告する。

ハ．経営管理部は、当社及び当社子会社の内部監査を実施し、その結果を

代表取締役社長に報告する。なお、経営管理部については、代表取締役

会長が内部監査を実施し、代表取締役社長に報告する。

⑥　監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

イ．監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役スタ

ッフを任命し、当該監査業務の補助に当たらせる。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役より監査役の補助の要請を受けた使用人は、取締役及び上長等

の指揮・命令は受けないものとする。

ロ．当該使用人の人事異動及び考課については、監査役の同意を得るもの

とする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

イ．監査役は、取締役会のほか重要会議である執行役員会議に出席し、取

締役及び使用人から職務執行状況の報告を求めることができる。

ロ．取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与え

るおそれのある事実を発見したときには、速やかに監査役に報告する。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役会には、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を確

保する。

ロ．監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を

図る。

ハ．監査役は、会計監査人及び内部監査人と定期的に情報交換を行い、相

互の連携を図る。

ニ．監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、会社の費用負担にて弁

護士、公認会計士、その他専門家の意見を聴取することができる。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用の状況

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、平成26年12月

に取締役会決議を行った当初から、内部統制システムの整備及び運用状況に

ついて継続的に調査を実施しており、取締役会にその内容を報告しておりま

す。また、調査の結果判明した問題点につきましては、是正措置を行い、よ

り適切な内部統制システムの構築・運用に努めております。

　平成27年２月1日から平成28年１月31日までの期間においては、職務の執行

が効率的に行われること及び業務の適正を確保することを目的として、当社

及び当社子会社における主要な業務プロセスの精査及び変更を行い、人員の

増強を含めた運用体制の整備に努めました。

　また、当社及び当社子会社はそれぞれ内部通報窓口を設置しており、コン

プライアンスの実効性向上に努めております。

(7) 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財産及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本的方針は、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年１月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 8,191,492 流 動 負 債 1,419,577

現 金 及 び 預 金 7,733,892 短 期 借 入 金 100,000

前 渡 金 438,004 一年内返済予定の長期借入金 800,000

そ の 他 19,595 未 払 金 263,606

固 定 資 産 79,524 未 払 費 用 15,524

有 形 固 定 資 産 67,974 賞 与 引 当 金 20,994

建 物 及 び 構 築 物 319 繰 延 税 金 負 債 184,931

機械装置及び運搬具 4,848 そ の 他 34,520

工具、器具及び備品 62,807 固 定 負 債 484,931

無 形 固 定 資 産 207 長 期 借 入 金 300,000

投資その他の資産 11,342 繰 延 税 金 負 債 184,931

負 債 合 計 1,904,508

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 6,346,428

資 本 金 3,806,973

資 本 剰 余 金 7,518,415

利 益 剰 余 金 △4,978,932

自 己 株 式 △28

その他の包括利益累計額 19,362

為替換算調整勘定 19,362

新 株 予 約 権 718

純 資 産 合 計 6,366,509

資 産 合 計 8,271,017 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,271,017

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

事 業 収 益 1,174,644

事 業 費 用

研 究 開 発 費 1,695,792

その他の販売費及び一般管理費 604,095 2,299,888

営  業  損  失  ( △ ) △1,125,243

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,862

為 替 差 益 19,831

そ の 他 77 21,771

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,126

株 式 交 付 費 32,446

上 場 関 連 費 用 18,356 68,929

経  常  損  失  ( △ ) △1,172,401

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1 1

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △1,172,403

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,185

法 人 税 等 調 整 額 △185,191 △184,005

少数株主損益調整前当期純損失(△) △988,397

当  期  純  損  失  ( △ ) △988,397

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 89,573 3,801,016 △3,990,534 - △99,944

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,717,399 3,717,399 7,434,798

当 期 純 損 失 ( △ ) △988,397 △988,397

自 己 株 式 の 取 得 △28 △28

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

-

当 期 変 動 額 合 計 3,717,399 3,717,399 △988,397 △28 6,446,372

当 期 末 残 高 3,806,973 7,518,415 △4,978,932 △28 6,346,428

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 11,830 11,830 819 △87,294

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,434,798

当 期 純 損 失 ( △ ) △988,397

自 己 株 式 の 取 得 △28

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

7,531 7,531 △101 7,430

当 期 変 動 額 合 計 7,531 7,531 △101 6,453,803

当 期 末 残 高 19,362 19,362 718 6,366,509

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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【連結注記表】

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　１社

連結子会社の名称　　　　SanBio, Inc.

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　　　39年

機械装置及び運搬具　６年

工具、器具及び備品　３～５年

②　無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年）

で償却しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。

②　役員賞与引当金

　役員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上

しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　繰延資産の処理方法

　株式交付費

　　支出時に全額費用として処理しております。

②　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．前渡金の表示方法の変更

　前渡金の表示方法は、従来、連結貸借対照表上、流動資産のその他（前連結会計年

度29,464千円）に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年

度より、前渡金（当連結会計年度438,004千円）として表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 149,451千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 44,621,741株

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 1,688,452株
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金繰計画に照らして、必要な資金を金融機関からの借入により

調達しております。

　外貨建の現金及び預金、金銭債務である未払金等は、為替変動リスクに晒されてお

ります。外貨建の債権債務に係る為替変動リスクについて、為替相場の状況を継続的

に把握しております。また、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成28年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額（＊）

時　　価（＊） 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 7,733,892 7,733,892 －

(2) 未 払 金 (263,606) (263,606) －

(3) 短 期 借 入 金 （100,000） （100,000） －

(4) 長 期 借 入 金 （1,100,000） （1,104,874） 4,874

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 未払金、(3) 短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 142円66銭

１株当たり当期純損失(△) △22円67銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はございません。
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貸　借　対　照　表

（平成28年１月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 7,209,477 流 動 負 債 958,240

現 金 及 び 預 金 7,130,491 短 期 借 入 金 100,000

前 渡 金 56,282 一年内返済予定の長期借入金 800,000

前 払 費 用 6,200 未 払 金 20,582

仕 掛 品 1,264 未 払 法 人 税 等 17,193

そ の 他 15,238 賞 与 引 当 金 3,138

固 定 資 産 916,406 前 受 金 11,966

有 形 固 定 資 産 4,848 預 り 金 5,360

車 両 運 搬 具 4,848 固 定 負 債 300,000

投資その他の資産 911,558 長 期 借 入 金 300,000

関 係 会 社 株 式 297,091 負 債 合 計 1,258,240

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 604,350 （ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他 10,117 株 主 資 本 6,866,924

資 本 金 3,806,973

資 本 剰 余 金 3,804,473

資 本 準 備 金 3,804,473

利 益 剰 余 金 △744,493

その他利益剰余金 △744,493

繰越利益剰余金 △744,493

自 己 株 式 △28

新 株 予 約 権 718

純 資 産 合 計 6,867,642

資 産 合 計 8,125,883 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,125,883

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

事 業 費 用

研 究 開 発 費 31,661

その他の販売費及び一般管理費 402,268 433,929

営  業  損  失  ( △ ) △433,929

営 業 外 収 益

業 務 受 託 料 3,900

受 取 利 息 11,887

為 替 差 益 23,451

そ の 他 77 39,316

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20,298

株 式 交 付 費 32,446

上 場 関 連 費 用 18,356 71,100

経  常  損  失  ( △ ) △465,713

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △465,713

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,185

当  期  純  損  失  ( △ ) △466,899

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越

利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 89,573 87,073 87,073 △277,594 △277,594 - △100,946

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,717,399 3,717,399 3,717,399 7,434,798

当期純損失(△) △466,899 △466,899 △466,899

自己株式の取得 △28 △28

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の
当期変動額（純額）

-

当 期 変 動 額 合 計 3,717,399 3,717,399 3,717,399 △466,899 △466,899 △28 6,967,870

当 期 末 残 高 3,806,973 3,804,473 3,804,473 △744,493 △744,493 △28 6,866,924

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 819 △100,126

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,434,798

当期純損失(△) △466,899

自己株式の取得 △28

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の
当期変動額（純額）

△101 △101

当 期 変 動 額 合 計 △101 6,967,770

当 期 末 残 高 718 6,867,642

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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【個別注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式

　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数は次のとおりであります。

車両運搬具　　６年

３．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。

(2) 役員賞与引当金

　役員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

　株式交付費

　　支出時に全額費用として処理しております。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 29 －
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（貸借対照表に関する注記）

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 2,748千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 11,146千円

３．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債務 1,295千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引以外の取引による取引高

業務受託料 3,900千円

受取利息 11,165千円

支払利息 2,171千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 16株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 958千円

減価償却超過額 3,935千円

資産除去債務 128千円

未払事業税 4,879千円

繰越欠損金 201,256千円

繰延税金資産小計 211,159千円

評価性引当額 △211,159千円

繰延税金資産合計 －千円

－ 30 －
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

議決権等の
所 有 （ 被
所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（注５）

科 目 期末残高

子会社
SanBio,
Inc.

所有
直接 100％

役員兼務
資金の貸付
（注１）

617,700
関係会社
長期貸付金

604,350

資金の貸付
利息の受取
（注１）

11,165 未収収益 11,146

業務の受託
業務受託料
（注２）

3,900 - -

資金の借入 資金の返済 575,720 - -

利息の支払
（注３）

2,171 - -

債務の被保証
債務の被保証
（注４）

800,000 - -

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）SanBio, Inc.への資金の貸付に係る利息については、市場金利を勘案して合理的

に決定しております。

（注２）業務受託料については、業務に関わった当社従業員の給与を勘案して金額を合理

的に算定しております。

（注３）SanBio, Inc.からの資金の借入に係る利息については、市場金利を勘案して合理

的に決定しております。

（注４）当社は銀行借入に対して子会社SanBio, Inc.より債務保証を受けております。な

お、保証料の支払いは行っておりません。

（注５）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

２．役員及び個人主要株主等
（単位：千円）

種 類
会社等の名称
ま た は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（注２）

科 目 期末残高

役 員 及 び
個人主要株主

森 　 敬 太
被所有
直接
　13.44％

当社代表取締役社長
経費の立替
（注１）

12,087 未 払 金 925

（注１）経費の立替は、実際発生額を精算したものであります。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

－ 31 －

個別注記表



2016/03/30 11:03:10 / 16181721_サンバイオ株式会社_招集通知

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 153円89銭

１株当たり当期純損失（△） △10円71銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

－ 32 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年３月14日

サンバイオ株式会社　取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加 藤 博 久 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 野 明 宏 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、サンバイオ株式会社の平成27
年２月１日から平成28年１月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結
計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計
算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、サンバイオ株式会社及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以上

－ 33 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年３月14日

サンバイオ株式会社　取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加 藤 博 久 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 野 明 宏 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、サンバイオ株式会社の
平成27年２月１日から平成28年１月31日までの第３期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以上

－ 34 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年２月１日から平成28年１月31日までの第３期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に

関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を

受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

－ 35 －

監査役会の監査報告書



2016/03/30 11:03:10 / 16181721_サンバイオ株式会社_招集通知

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ

き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年３月15日

サンバイオ株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 福 田 訓 士 
監 査 役（社外監査役） 植 田 俊 道 
監 査 役（社外監査役） 山 角 　 健 

以上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

(１)　当社は、当社及び当社の子会社の従業員の業績向上に対する意欲や士

気を喚起するとともに優秀な人材を確保し、当社グループ全体の中長期

的な企業価値向上に資することを目的として、当社及び当社の子会社の

従業員に対して新株予約権（ストック・オプション）を発行することを

考えております。

　　　その発行の際には、会社法第238条及び第240条の定めに従い、当社取

締役会の決議をもって新株予約権の募集事項を決定することを予定して

おりますが、米国カリフォルニア州に所在する当社の子会社SanBio, 

Inc.の米国従業員を対象者に含めて新株予約権を発行するに当たっては、

米国法上、新株予約権の発行の計画の内容を株主総会の決議により定め

ることが必要となる場合があることから、当該計画の内容を定めること

を株主総会の権限とする規定を当社の定款に設けること（新定款第16条

（株主総会決議事項）の新設）をお願いするものであります。

(２)　また、平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」

（平成26年法律第90号）において、定款の定めにより業務執行取締役等

でない取締役及び監査役との間で責任限定契約を締結することが認めら

れたことに伴い、それらの取締役及び監査役が、責任限定契約を締結し

た上で、その期待される役割を十分に発揮できるよう、現行定款第28条

（社外取締役との責任限定契約）及び現行定款第38条（社外監査役との

責任限定契約）について所要の変更を行うものであります。

　　　なお、現行定款第28条（社外取締役との責任限定契約）の変更につき

ましては、各監査役の同意を得ております。

(３)　上記の変更に伴って、条数の繰り下げ等を行うものであります。

(４)　なお、本議案に係る定款変更は、本議案が承認可決された時点で効力

を生ずるものとします。
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２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

変更前 変更後

（新設）

（株主総会決議事項）

第１６条　株主総会においては、法令又は

定款に別段の定めがある事項をその決議

により定めるほか、当会社又は当会社の

子会社の従業員に対する当会社の新株予

約権（ストック・オプション）の発行の

計画の内容をその決議により定めること

ができる。

２　当会社は、前項に基づき前項の計画の

内容を決定する場合には、その内容とし

て、次の事項その他の新株予約権の発行

の要綱を定めることができる。

(１)　当該計画により発行される新株予

約権の目的である株式の種類

(２)　当該計画により発行される新株予

約権の目的である株式の総数の上限

又はその算定方法

(３)　当該計画により発行される新株予

約権と引換えに払い込む金銭の額又

はその算定方法（当該金銭の払込み

を要しないこととする場合には、そ

の旨）

(４)　当該計画により発行される新株予

約権の行使に際して出資される財産

の内容及び価額の概要

(５)　当該計画の有効期間

第１６条～第２７条　（条文省略） 第１７条～第２８条　（現行条文通り）
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変更前 変更後

（社外取締役との責任限定契約）

第２８条　当会社は、会社法第427条第1項

の規定により、社外取締役との間で、任

務を怠ったことによる損害賠償責任につ

いて、会社法第425条第1項各号の額の合

計額を限度とする旨の契約を締結するこ

とができる。

（取締役との責任限定契約）

第２９条　当会社は、会社法第427条第1項

の規定により、取締役（業務執行取締役

等であるものを除く。）との間で、任務

を怠ったことによる損害賠償責任につい

て、会社法第425条第1項各号の額の合計

額を限度とする旨の契約を締結すること

ができる。

第２９条～第３７条　（条文省略） 第３０条～第３８条　（現行条文通り）

（社外監査役との責任限定契約）

第３８条　当会社は、会社法第427条第1項

の規定により、社外監査役との間で、任

務を怠ったことによる損害賠償責任につ

いて、会社法第425条第1項各号の額の合

計額を限度とする旨の契約を締結するこ

とが出来る。

（監査役との責任限定契約）

第３９条　当会社は、会社法第427条第1項

の規定により、監査役との間で、任務を

怠ったことによる損害賠償責任につい

て、会社法第425条第1項各号の額の合計

額を限度とする旨の契約を締結すること

ができる。

第３９条～第４８条　（条文省略） 第４０条～第４９条　（現行条文通り）
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第２号議案　当社及び当社の子会社の従業員に対する新株予約権（ストック・オ

プション）の発行の計画の承認の件

１．提案の理由

　当社は、当社及び当社の子会社の従業員の業績向上に対する意欲や士気を

喚起するとともに優秀な人材を確保し、当社グループ全体の中長期的な企業

価値向上に資することを目的として、当社及び当社の子会社の従業員に対し

て新株予約権（ストック・オプション）を発行することを考えております。

　その発行の際には、会社法第238条及び第240条の定めに従い、当社取締役

会の決議をもって新株予約権の募集事項を決定することを予定しております

が、米国カリフォルニア州に所在する当社の子会社SanBio, Inc.の米国従業

員を対象者に含めて新株予約権を発行するに当たっては、米国法上、新株予

約権の発行の計画の内容を株主総会の決議により定めることが必要となる場

合があることから、当該計画の内容として「サンバイオ株式会社　2016年～

2018年従業員向けインセンティブ・ストック・オプション・プラン」（以下

「本プラン」という。）のご承認をお願いするものであります。

　なお、本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決

されることを条件といたします。

２．本プランの内容

(１)　本プランに基づき発行される新株予約権

　当社の新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を発行する。本

新株予約権は、インセンティブ・ストック・オプション（米国内国歳入

法典第422条で定義されるところを意味する。以下「ISO」という。）又

はISOとして適格とならないストック・オプションとして発行することが

できる。

(２)　本新株予約権の割当対象者

　当社及び当社の子会社（米国内国歳入法典第424条(f)で定義されると

ころを意味する。）の従業員

(３)　本新株予約権の目的である株式の種類及び総数

　当社普通株式　最大150,000株

　なお、当社の普通株式について、当社が株式の分割、株式の併合、株

式配当、資本再構成、統合又は株式の種別の変更を行う場合その他当社

が対価を受領することなしに当社の株式の分配を行う場合は、米国内国
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歳入法典第424条に従い、また、米国カリフォルニア州の従業員に関する

本新株予約権については米国カリフォルニア州規則集第260.140.41条に

従い、次の算式により本新株予約権の目的である株式の数を比例按分し

て調整するものとする。但し、この調整は、当該株式の分割、株式の併

合又はその他の該当する取引の時点で行使されていない本新株予約権の

目的である株式の数についてのみ行うものとする。調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合等の比率

　上記のほか、株式無償割当てを行う場合その他当社が対価を受領する

ことなしに当社の発行済株式数（但し、当社が保有する自己株式の数を

除く。）を変更する行為をする場合、当社は、いずれの場合も米国内国

歳入法典第424条に従い、また、米国カリフォルニア州の従業員に関する

本新株予約権については米国カリフォルニア州規則集第260.140.41条に

従い、株式無償割当てその他当該行為の条件を勘案のうえ、本新株予約

権の行使により取得される株式数について、合理的な範囲で必要と認め

る調整を行うものとする。

(４)　本新株予約権１個当たりの割当時の払込金額

　金銭の払込みは不要とする。

(５)　本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価額の概要

　本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とする。

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社普通株式１株当た

りの金額（以下「行使価額」という。）は、本新株予約権の割当日にお

ける当該株式の公正価値を下回らないものとする。

　また、当社の普通株式について、当社が株式の分割、株式の併合、株

式配当、資本再構成、統合又は株式の種別の変更を行う場合その他当社

が対価を受領することなしに当社の株式の分配を行う場合は、米国内国

歳入法典第424条に従い、また、米国カリフォルニア州の従業員に関する

本新株予約権については米国カリフォルニア州規則集第260.140.41条に

従い、次の算式により行使価額を調整するものとする。但し、この調整

は、当該株式の分割、株式の併合又はその他の該当する取引の時点で行

使されていない本新株予約権の行使価額についてのみ行うものとする。
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調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝
調整前行使価額

分割・併合等の比率

　上記のほか、株式無償割当てを行う場合その他当社が対価を受領する

ことなしに当社の発行済株式数（但し、当社が保有する自己株式の数を

除く。）を変更する行為をする場合、当社は、いずれの場合も米国内国

歳入法典第424条に従い、また、米国カリフォルニア州の従業員に関する

本新株予約権については米国カリフォルニア州規則集第260.140.41条に

従い、株式無償割当てその他当該行為の条件を勘案のうえ、行使価額に

ついて、合理的な範囲で必要と認める調整を行うものとする。

(６)　本新株予約権の行使期間

　本プランに基づく米国カリフォルニア州の従業員に関する本新株予約

権の行使期間は、割当日から10年以内でなければならない。

(７)　本新株予約権の譲渡禁止

　当社取締役会により別途定められる場合を除き、米国カリフォルニア

州の従業員に関する本新株予約権について、遺言による又は相続若しく

は遺産分配に関する法律による場合を除き、いかなる方法によっても売

却、質権の設定、譲渡、抵当権の設定、移転又は処分を行ってはならな

いものとし、また、本新株予約権の割当てを受けた従業員が生存してい

る間、当該従業員によってのみ行使できるものとする。当社取締役会は、

(i)遺言によるか、(ii)相続若しくは遺産分配に関する法律によるか、又

は(iii)1933年米国証券法（その後の変更を含む。）（以下「米国証券

法」という。）規則701により認められるところに従う場合に限り、本新

株予約権の第三者への移転を承認することができる。また、当社が1934

年米国証券取引所法（その後の変更を含む。）（以下「米国証券取引所

法」という。）第13条又は第15(d)条の報告要件に服することとなるま

で、又は当社取締役会が米国証券取引所法に基づき公布される規則

12h-1(f)に定められるところに従い、米国証券取引所法に基づく登録の

免除に現在若しくは将来依拠しない又は依拠することができないと判断

した後は、本新株予約権又は（行使する前は）本新株予約権の対象とな

る株式については、いかなる方法（ショートポジション、「プットと同

等のポジション」又は「コールと同等のポジション」（それぞれ米国証
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券取引所法規則16a-1(h)及び規則16a-1(b)に定義されるところを意味す

る。）をとる方法を含む。）によっても、(i)贈与若しくは家庭裁判所の

命令を通じて「親族」（米国証券法規則701(c)(3)に定義されるところを

意味する。）である者に対して、又は(ii)加入者が死亡するか若しくは

無能力となった時点で加入者の遺言執行者若しくは後見人に対して行う

場合を除き、質権の設定、抵当権の設定又はその他譲渡若しくは処分は

できないものとする。上記にかかわらず、当社取締役会は、その単独の

裁量で、規則12h-1(f)により許される範囲内で、当社に対する譲渡又は

当社の支配権の変更若しくはその他当社に関する買収に係る取引に関連

する譲渡を承認することができるものとする。

(８)　本新株予約権の行使可能性

　米国カリフォルニア州の従業員に関して、本新株予約権を行使する権

利は、本新株予約権者が当社又は当社の子会社における自らの雇用が終

了する日に行使する権利を有する範囲内で、以下のうち最も早い時点ま

でに限り引き続き行使することができるものとする。

(i)  雇用の終了が死亡又は無能力に起因する場合、当該終了日から６ヶ

月が経過する時点

(ii) 雇用の終了が死亡又は無能力以外の理由に起因する場合、当該終了

日から30日が経過する時点

(iii) 本新株予約権が失効するまでの最長期間の末日

(９)　本プランの有効期間

　本プランに基づくいずれの本新株予約権も、(a)当社の取締役会が本プ

ランを決定する日、又は(b)当社の株主が本プランを承認する日のいずれ

かの早い方の日から３年以内に発行されなければならない。

(10)　本プランの加入者に対する情報の提供

　(i)本プランの加入者の総数が500名以上となり、当社が米国証券取引

所法規則12h-1(f)(1)に定められる免除に依拠する日、又は(ii)当社が米

国証券法規則701に従い本プランの加入者に情報を提供することを要求

される日のいずれかの早い方の日から、当社が米国証券取引所法第13条

若しくは第15(d)条の報告要件に服することとなるか、米国証券取引所法

規則12h-1(f)(1)に定められる免除に依拠しなくなるか、又は米国証券法

規則701に従い本プランの加入者に情報を提供することを要求されなく
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なる時点まで、当社は、少なくとも６ヶ月毎に、本プランの各加入者に

対して、米国証券法規則701(e)(3)、(4)及び(5)に記載される情報を、作

成から180日以内の財務諸表とともに提供するものとし、また、当該情報

は本プランの各加入者に対して、物理的に又は電子的交付により提供さ

れるものとする。

(11)　本プランの株主による承認

　本プランは、本プランが当社の取締役会により決定された日から12ヶ

月以内に、当社の発行済議決権付株式の過半数を有する株主により承認

されなければならない。

(12)　その他の諸条件

　当社は、日本の会社法及び当社の定款に従い、本プランに基づく本新

株予約権の発行に際してその他の諸条件を定めることができる。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区神田美土代町７番地

住友不動産神田ビル　２階　ベルサール神田

TEL 03-5281-3053
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(靖国通り)
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小川町
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交通　都営地下鉄新宿線　小川町駅　Ｂ６出口より　徒歩約２分

東京メトロ千代田線　新御茶ノ水駅　Ｂ６出口より　徒歩約２分

東京メトロ丸ノ内線　淡路町駅　Ａ６出口より　徒歩約３分
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